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１．はじめに

海外日本人社会については、これまで南米およ

びハワイを事例として数多くのモノグラフが累積

されてきた。その多くはいわゆる政府主導の「国

策移民」を担い手として、移民先国家への同化

（assimilation）が主要な争点とされてきた。そ

れに加えて、近年、満州移民を対象とするモノグ

ラフがいわゆる歴史社会学と称される分野で立て

続けに刊行されている（たとえば、蘭（２００８）

等）。それらは南米およびハワイに関するモノグ

ラフ同様、「国策移民」に照準している。たしか

に両者のモノグラフの間に時代相の違いが厳然と

して存在する。とはいえ、それらが共通に他律的

要因に主眼を置いてきた／置いていることは明ら

かである。

さて戦後の海外日本人社会を担ってきたのは、

主要には日本企業の海外進出とともに移動した

「企業移民」である。これらは国家ではなく企業

がうながしたという点でいうと、「国策移民」と

は明らかに異なる。しかし他律的要因によって織

り成されたという点では、「国策移民」と共通す

るものがある。ところで、戦前から戦後にかけて

海外日本人社会の基層を形成してきたこれら移民

のかたちに、このところ変化が生じている。端的

にいうと、「国策移民」とか「企業移民」とは違っ

て、自律的要因、つまり「個人の選択」をメルク

マールとする「文化移民」（藤田 ２００８）とか「ラ

イフスタイル移民」（山下 ２００７）によって担わ

れた日本人社会が立ちあらわれているのである。
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要 約

本論文は、海外日本人社会の移民主体と情報環境における変容の一局面を、バリ島ウブド

地区の X店協賛店がきりむすぶネットワークのあり様に関する、２０１１年から２０１２年にまた

がる前後３回の現地調査結果を踏まえて分析したものである。本論文によって明らかになっ

たことは、「ライフスタイル移民」とか「文化移民」といわれる移民主体にある種のディバ

イド／ギャップが生じていること、また X店協賛店のネットワークと情報環境の間に強い

相同性が認められるものの、いくつかの分岐も立ちあらわれていることである。本論文で

は、結局、海外日本人社会を定型的にとらえることの困難性の認識、つまりグローパル・

ツーリズムに織りなされた「転換期」の相を呈しているという認識とそこに伏在する歴史的

制約への新たな視点の導入の必要性が提起された。

＊大妻女子大学 社会情報学部、＊＊福島工業高等専門学校、＊＊＊ウダヤナ大学（インドネシア）

大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究２１２０１２ １０７



図１ ウブドの位置図

筆者らはこの点に着目して、この間、バリを

フィールドとして海外日本人社会の「新たな形」

の描出につとめてきた。ところがごく近年になっ

て、この「新たな形」に別のファクターが加わる

ようになっている。つまり「新たな形」として定

型的に描かれてきた日本人社会にゆらぎが生じる

ようになり、より多面的な検討が必要になってき

たのである。本稿はバリのウブド地区（図１参

照）の X店協賛店をめぐるネットワークに照準

してこの課題に迫ろうとするものである１）。

ところで、バリのウブド地区には１００以上の店

舗があり、日本人が経営に携わっている店舗も数

多く存在する。ちなみに、今日、世界中からの観

光客でにぎわっているハヌマン通りはかつて日本

人街と呼ばれていた。とはいえ、日本人が何らか

の形でかかわっている店舗のすべてを把握するの

は困難である。本稿の目的は、そうした店舗のう

ち X店（レストラン）協賛店に着目し、その加

盟店のプロフィール、ネットワーク形成状況など

を概観することによって先の課題を多少とも明晰

にすることにある。

なお以下の叙述は、２０１１年８月および２０１２年８

月の現地調査の結果に基づいている（以下の引用

に際しては２０１１年調査および２０１２年調査と略称す

る）。その概略を示せば、表１のようになる。ち

なみに、上記２回の調査は緒に就いたばかりであ

り、本稿は初発段階における第一次集約の域を出

ない。最初にこのことをお断りしておきたい。

２．X店協賛店の概要とネットワーク

１）X店協賛店の概要

まず X店協賛店の中核を占める X店である

が、この店舗が開店したのは１９９７年である。そし

て２００２年に X店が発行する Xカードを提示する

と割引などの特典がうけられる制度として X店

協賛店（Club, X Corporated Shop）が始まっ

た＊。制度発足時は３店舗であったが、２０１０年夏

の調査時点では７０店舗前後に達していた２）。発足

時のねらいは、X店に来店したら他店での特典が

得られるという仕組の構築を通じて、協賛店同士

による情報交換ができるようなネットワークを形

成するという点にあったようだ。しかしながら、

店舗同士のやりとりは必ずしも盛んではなく、今

日なお発展途上の段階にある。また、協賛店のす

べてが日本人と関係しているわけではない。さら

に日本人とのかかわりが深い協賛店であっても、

バリ島ではなく日本で展開しているものも何店か

は存在している。ちなみに、協賛店の数は一定し

ておらず、X店協賛店を案内するホームページに

よると（http : / /angkasa.seesaa.net /category/

7139694-1.html）、２０１１年夏の段階で６４店舗、

２０１２年夏の段階で５６店舗となっている。そこで以

下、２０１１年調査にもとづいて、２０１１年夏時点にお

ける協賛店のプロフィールを示すことにする。

表１ ２０１１年８月調査および２０１２年８月調査概要

調 査 名 調査方法 対象数 回収数 回収率

２０１１年８月調査 バリの日本人によるビジネス・ネットワーク 留置式質問紙法 ６４ ２９ ４５．３％

２０１２年８月調査 バリ在住日本人の情報収集・発信の実態 留置式質問紙法 ５６ ２１ ３７．５％

注）いずれも X店主の許可を得て実施したものである。
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表２ X店協賛店の概要

番号 業態
開業
時間

２０１１
夏
２０１２
夏 夫（年代） 妻（年代） 子ども 従業員 備 考

① R × ○ 日本人（７０代）
６人 同一経営者

◯１’ O （２０１２夏）契約終了
② S ２００３年

○ △ バリ人 日本人（４０代） 男１
２人

同一経営者
③ S ２人
④ R １９９１年

○ ○ バリ人 日本人（４０代） 同一経営者
�５９ R
⑤ S １９９４年 ○ ○ アチェ人（５０代） 日本人（５０代） 男１、女２ ２人
⑥ O ２００１年 ○ ○ バリ人（４０代） 日本人（４０代） 男１、女１ ２人 兄弟で経営
⑦ R ○ ○ ジャワ人 日本人 男１、女１ ２人
⑧ R １９８６年 ○ ○ バリ人 日本人（５０代） 女１ ４人 （２０１２夏）契約終了にて休業中
⑨ O ２００３年

○ ○ 日本人（３０代） 日本人（３０代） 男１、女１
２人 ⑨と⑩は夫婦で経営

⑩ S ２００３年 ２人 （２０１２夏）ハヌマンに移動
⑪ S １９９４年

○ ○ ジャワ人 日本人（５０代） 男２
２人

同一経営者
⑫ S ２人
⑬ S ２００２年 ○ ○ バリ人 日本人（３０代） 男３ ２人
⑭ S ２０００年 ○ ○ 日本人 日本人（３０代） １人
⑮ S ２００１年 ○ ○ 日本人（５０代） － ２人
⑯ O ２００３年 ○ ○ バリ人 日本人（４０代）（不明）２
⑰ S ２００１年 ○ ○ 中国系インドネシア人 日本人（４０代） 男１ ２人
⑱ S １９９１年 ○ ○ バリ人 日本人（５０代） 男１ なし
⑲ S １９９６年 ○ 無効 バリ人 日本人（４０代） 女１
⑳ O ２００９年 ○ ○ バリ人（３０代） 日本人（４０代） 男１、女１ １人
� S ２００５年 ○ ○ バリ人 日本人（３０代） なし ６人 �とのジョイントにて、レストランを開業
� S ２０１０年 ○ ○ バリ人 日本人（３０代）（不明）１ ２人
� R １９９７年 ○ × 日本人（４０代） １以上
� S １９９６年 ○ × オーストラリア人 日本人（４０代） ウブド、スミニャックに複数店舗あり、スミニャックが拠点
� R ２００３年 ○ × 日本人（４０代） 男１、女１ ２５～６人 （２０１２夏）マネジャーが転勤
� S ２００４年 ○ × バリ人 日本人（４０代） ２人
� S １９９６年 ○ × バリ人 日本人（５０代） 女１ ２人
� S ２００６年 ○ × － 日本人（４０代） １人
� S ○ × バリ人 日本人（３０代） 男１ １人
� S ２００７年 ○ × 日本人 日本人 なし ２人
� R ２００７年 ○ × 日本人（３０代） 日本人 女１ １５人
�３２ S ２０１０年 ○ × 日本人 日本人（３０代）（不明）１ （２０１２夏）契約終了
�３３ S × － 日本人 日本人 家族すべて日本在住
�３４ S × － バリ人 バリ人 （不明）１
�３５ S × － バリ人 日本人 女１
�３６ S × － ジャワ人 日本人 なし
�３７ R × － イタリア人 ジャワ人 女１ ２人以上
�３８ S × － バリ人？ バリ人？
�３９ S × － バリ人 バリ人
�４０ O × － バリ人 － ２人
�４１ R × － 台湾人 台湾人
�４２ O × － 台湾人 台湾人
�４３ S × － 日本人 日本人 １人 夫妻共に日本在住
�４４ O × － パリ人 日本人 男１ ５人
�４５ O × －
�４６ R × － 日本国内で展開
�４７ O × － パリ人 パリ人 ８人

同一敷地内で展開
�４８ O × － パリ人 パリ人 ８人
�４９ R × － ６人
�５０ S × － （２０１１夏）移転のため不明
�５１ O × － － パリ人 ６人
�５２ R × － 日本国内で展開
�５３ S × － スミニャックで展開
�５４ S × － パリ人 日本人 男１ １人 別の店舗も経営
�５５ R × － 日本人 日本人 （不明）３ ８人 日本でも同一ブランドで展開
�５６ S × － パリ人 日本人
�５７ S × － ネットショップで展開
�５８ O × － 旅行会社
�６１ S － －
�６２ O － －
�６３ O － －
�６４ S － － デウィシタ通り→ハヌマン通りに移転？
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＊ここで X店主 Kの来歴について簡単に記して

おく。

１９８６年、S市生まれ。S市内の私立大学（経

済学部）卒業後、S市に本社のある会社に就職。

２年弱勤務。その後、独立をめざしてアルバイ

トに従事。それから２年弱経ったところで、知

り合いの年長の人にすすめられてはじめてバリ

に来る。３週間滞在。帰国してから半年後に再

びバリへ。そのときは「リセットの心算で１年

位」と考えていたが、その後今日までバリに在

住。９６年から共同で店を開くが、翌年、独立し

て X店を開店（その前に開店資金を獲得するた

めに３ヶ月ほど帰国しアルバイトに従事）。９８

年、ペジェン出身の女性（３２歳）と結婚。子ど

もは２人（１１歳と９歳の女の子）。隣接して店舗

を営んでいる Iとは２０歳違いだが、無二の親友。

Iとともに、ウブドの日本人社会のまとめ役とし

て多方面で活動しているが、Iが「影武者」であ

るのにたいして、むしろ表に出ることが多い。

ちなみに、２０１２年６月１日にX店の第２号店を

クタで開店している。

表２は、協賛店の概要である（ちなみに、X店

は店�になる）。まず「業態」であるが、ここで

Sはショップ、Rはレストラン、Oは「その他」

を示している（なお、Sと Rは X協賛店HPで

示されている分類を用いている。「その他」には

ホテル、エステ・スパ、動物病院などが含まれて

いる）。その比率は S：５４．７％、R：２１．９％、O：

２３．４％である。ショップが多数派となっている

が、近年の動向としては、「その他」のエステ・

スパが増える傾向にあるといわれる３）。

次に、日本人経営者の年齢であるが、判明して

いる分では４０代が最も多く（男：２店、女：１０店

の計１２店）、次いで３０代（男：２店、女：７店の

計９店）、そして５０代となっており（男：１店、

女：５店の計６店）、４０代以下層（４０代を含め

て）が判明分だけでみると半数以上を占めている

ことがわかる。

夫婦の国籍に目を転じると、日本人同士は８組

と少なく、夫：バリ人＆妻：日本人の組み合わせ

が１８組と最も多い。このことはいまや世界的に知

られている日本人女性のバリ婚（たとえば、

Geriya（２００２）、Pringle（２００４）参照）を傍証す

るものであると考えられる４）。店舗の開業時期に

ついては、１９８６年から２０１０年の期間で、１９８０年代

１店、１９９０年代８店、２０００年代１８店となってい

る。一見して、新規開店が目立っている。もっと

も、近年におけるインドネシアの経済成長などに

よる環境変化の影響を受けてか、不動産の更新を

機会に移転や休業する店舗もいくつか存在する。

複数の聞き取りによれば、更新料が高騰して店舗

が維持できなくなっているようだ（写真１参

照）。また店舗を維持しているようなところでも

（特にレストランの場合）、日本人だけをター

ゲットにした商いは難しくなっているという。と

いうのも、日本社会のデフレ基調に馴化している

観光客（とりわけ若手女性）にはせいぜい「丼

物」くらいしか目がいかず、相対的に高く感じる

日本料理には手を出さなくなっている（出せなく

なっている？）といった状況があらわれているか

らだ。今日、日本料理を楽しむのは、欧米人や

ジャワから来た華僑系インドネシア人などである

といわれている５）。

写真１ 移転を通知する貼り紙

大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究２１２０１２１１０



21 S
31

20

11 17 30

10 27 15
7

10

23

24

5

29

18

12

3
213

19

9

6

26

28

14’

1’

16

14

4

8

25

24

22 32

R

51 O

O

S S S S S

SS S R

R

S

S

S

S

S

S

S

S

R
S

O

O

O

S

S

S

R

R

RR

R

O
O

O
S
S
S

S
S
S
SS

デヴィシタ
通り

モンキー
フォレスト
通り

ス
ウ
ェ
タ
通
り

ウヴド
王宮

ネカ美術館

市場

ゴータマ通り

ラヤウブド通り

ハ
ヌ
マ
ン
通
り

モンキー
フォレスト

1

44 36

35

56

54

42

41

33

61

２）X店協賛店の立地場所

さてここで、X店の協賛店の立地場所に目を向

けてみよう。それをマップの上におとしたものが

図２である。一見してわかるように、多くの店舗

がモンキーフォレスト通り、ハヌマン通り、デ

ヴィシタ通りに立地している。とりわけ、いくつ

かのレストランはハヌマン通りの下方に集中して

いる。このこともあって、ハヌマン通りがかつて

日本人街といわれたことがあった、と先に述べた

が、その要因としては、このエリア自体がさほど

大きくないこと、また電話・メール・ネットと

いった通信手段が活用されることで、立地的な制

約によって集積やネットワーク形成がさまたげら

れることにはならないことが指摘される。このこ

とは次章で再度触れることにする。同時に、ここ

で指摘しておきたいのは、先に触れた転廃業（も

しく休業）の動きが多少とも図２から読み取れる

ことである。詳述はさておき、協賛店の現時点に

おける布置状況（constellation）がマップ上に微

妙な影をおとしていることはたしかである。

３）X店協賛店のネットワーク

次に協賛店の間でどのようなネットワークが形

成されているかをみることにする。２０１１年調査で

は、「つきあいのあるお店・人」の全てについて

回答してもらったあとに、「特によくやりとりす

るもの３つ」を選択してもらった。図３はそれら

の結果を関係図式としてあらわしたものである。

ここで矢印の意味であるが、たとえば「A店が B

店とつきあいがある」のときは、「A→B」という

表記になる。この場合、さらに「B店が A店と

つきあいがある」があるという回答がえられたと

きには、「A�B」となる。ハッチングしているも

のは「つきあい」上位の店舗が表示されている。

具体的なデータを示すと、多いものから順に店④

図２ X店協賛店マップ

Ｓ：ショップ
Ｒ：レストラン
Ｏ：その他

太字：１回、２回回答
下線：２回目回答有
斜字：２回目回答無
白抜き：いずれも回答無し
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図３ X店協賛店ネットワーク（リンクは上位３つ）

図４ 抽出したX店協賛店ネットワーク（リンクは上位３つ）

大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究２１２０１２１１２



＝�５９（５７．１％）、店⑧（５３．６％）、店⑨＝⑩

（５３．６％）、店①＝◯１’（５０．０％）、店⑭（４２．９％）、

店�（３９．３％）、店�（３５．７％）となる。ちなみ

に、店は協賛店の中心であることから１００．０％に

なるのは当然である。本稿では、これらの店舗を

「ハブ店舗」と呼び、それ以外を「一般店舗」と

総称する。ハブ店舗の「業態」別の内訳を示す

と、レストラン５店、ショップ等３店ということ

になる。

次に図４に目を移すことにしよう。それはいわ

ゆる「友達の友達は友達」を意味する三角形で閉

じている組み合わせをみるために、閉じていない

リンク（→の部分）を削除して得られたものであ

る６）。同図によると、該当する組み合わせは［店

①＝◯１’、店④＝�５９、店�］、［店⑨＝⑩、店�、店

�］である。この二つの組み合わせには明らかに

属性上の違い（divide）がある。すなわち、前者

は１９９０年代にすでに開業している店舗で形成され

ていて、ウブド地区ではどちらかというと「古参

組（old comers）」に属するのに対して、後者は

２００３～２００７年に開業しており、「新参組（new

comers）」に属することである。ネットワークの

形成という点でいうと、明らかに後者の方が「後

発」である。

もっとも、ここで店⑧を中心とする別のネット

ワークにも言及しておく必要があるだろう。店⑧

が存在するのは、この店が１９８０年代開業という

（このなかでは）もっとも古い部類に属すること

と無関係ではないように思われる。図４でみる

と、店⑧はウブド地区全体のネットワークから明

らかに分離している。むしろ、図３からうかがい

しれるように、他のハブとは他の一般店を介して

図５ ハブ店と一般店の関係
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つながっている。時系列での調査がなされていな

いために断定は避けなければならないが、これら

のリンクは今後弱まっていくと想定される。その

ように考えると、先に言及した［店⑨＝⑩、店

�、店�］のネットワークも、さらに２０００年代以

降移住者の中心的な存在になりつつある経営者が

とりしきる⑭店を中心とする［店⑭、店②＝③、

店⑦］のネットワークも今後安定的に推移すると

は必ずしもいえない。次第に分離する傾向になっ

ていくのかもしれない。

さて、以上、つきあいのある上位３つの関係

（リンク）を中心に検討してきたが、それでは

「すべての」関係についてどのようなことがいえ

るのだろうか。ハブ同士、一般同士の関係、また

店�においてすべてのリンクがあるという調査上

の定義からこれらを削除すると、図５が得られ

る。

この図で注目されるのはリンクの本数というよ

りはむしろ矢印の方向である。というのも、それ

に注目することによって、ハブの情報発信力また

は受信力をある程度読み取ることができるからで

ある７）。ここで＜発信、受信＞という表記を用い

ると、店①＝◯１’は＜０，６＞、店④＝�５９は＜１１，８＞、

店⑧は＜５，１０＞、店⑨＝⑩は＜１６，７＞、店⑭は＜

１４，７＞となり、店①＝◯１’の遂行している役割がほ

ぼ浮かびあがってくる。すなわち、「聞き手」な

いし「相談役」としての役割を演じているのであ

る。同様の傾向は、やや異なるネットワークの中

心にあると想到される店⑧においても観取するこ

とができる。

他方、店⑨＝⑩や店⑭は情報発信力が高いこと

が推測される。同じく推測の域を出ないが、経営

者の年齢が（相対的に）高いと＜受信＞に、逆に

低いと発信に向うといった役割の分化がみられる

ようになっていると考えられる。この推測と図３

をすりあわせると、上記の２店のネットワークは

（少なくとも上位３つに限定するなら）互いに重

なり合っていないこと、そして店⑨＝⑩と店⑭は

いずれも発信力が高いが、図４のネットワークを

みると双方に受信力が高いハブが存在しているこ

とがわかる。このことは今後のウブド地区のネッ

トワーク形成と発展を検討していく際に重要な論

点の一つとなるであろう。

３ ネットワークと情報環境

本節では、情報の受発信でハブとなる店舗（経

営者）がどのように情報のやりとりをしているの

かをもう少し立ち入って検討することによって、

「ハブ」としての成立要件を明らかにする。

２０１２年調査では、相手の居住地域、すなわち

「インドネシア国内」、「日本」、「その他諸外国」

別に（過去１年間に限定して）ふだんつきあいの

ある人、やりとりする手段、話す内容について、

次いでふだん接している情報媒体を「仕事やビジ

ネス」、「生活全般」、「バリやインドネシア」、「日

本のこと」といった話題別に、さらにと子どもが

使う媒体などを質問している。以下、回答が得ら

れたハブ店①＝◯１’、店④＝�５９、店⑧、店⑨＝⑩、

店⑭を対象にして分析を進めることにする。

まず、ふだんのつきあいについてであるが、表

３にみられるように、大きくは３つに、すなわち

「インドネシア国内」だけの店④＝�５９、「その他

外国」も含めたマルチネットワークの店①＝◯１’と

店⑧、おそらくは多くがそうであろうと考えられ

る「インドネシア国内＋日本」の店⑨＝⑩と店⑭

に分類できる。

先の分析で受信力がもっとも強い店①＝◯１’をみ

ると、つきあいの種類は「国内＋日本」で計１０種

類と他のハブ店よりも明らかに多い。もちろん、

これだけではつきあい人数はわからないが、多様

であることは確認できよう。

こうしてつきあいのある人はさまざまである

が、その方法についてはフェイス・トゥ・フェイ

スのやり取りや電話（固定または携帯）が多い。

そうしたなかで、インドネシア国外とのやりとり

にはやはり電子メールや Skypeなどの無料通話

を用いている。これはWi-Fi使用可能のスポッ

トが増えるなどのインドネシア国内におけるイン

ターネット環境がよくなりつつあることが影響し

ているものと考えられる。特にネットを通じた無

料通話は国外とのやりとりのためのコストを大幅
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に削減し、互いの時間や空間といった距離感を埋

める上で重要な役割を果たしている。話の内容で

あるが、ハブ的な存在であることからかほぼ網羅

しており、店舗による差はあまりみられない。

次に情報媒体であるが、まずは２０１１年調査に

よって得られた結果をみてみよう（図６）。

圧倒的に利用されているのは「バリフリーク」

（７８．６％）であり、実に８割近くの店舗（経営

者）がこの媒体をあげている。続いて「アピ・マ

ガジン」（５０．０％）、NHK衛星放送（４２．９％）が

半数前後となっている。バリフリークは日本から

の観光客だけでなく、バリ島に住む日本人も対象

にした紙面づくりをすることによって多くの支持

を集めているといえよう１０）。一方でアピ・マガジ

ンは消費を起点にした紙面づくりをしており、ビ

ジネス展開ための材料として読まれていると考え

られる１１）。

上記の結果を念頭に置きつつ、各ハブの情報媒

体への接触状況をみたのが表４である。同表にお

いて最初に言及しなければならないのは、図６で

上位にあったバリフリークやアピ・マガジンを

使っていない店が存在することである。バリフ

リークを読んでいないのは店④＝�５９や店⑧といっ

たウブド地区では「古参組」に属する店であり、

他方でアピ・マガジンは店⑨＝⑩だけが接してい

るという状況にある。これらの結果をどう解釈す

ればよいのであろうか。一つ考えられるのは、

「ハブ」として様々な情報のやりとりを行ってい

ることから、これらの媒体をあえて使う必要がな

いということである。さらにもう一つあげるなら

ば、古参であるがゆえにさまざまな事象が既知や

自明のことであり、取り立ててこれらの媒体にア

表３ ハブ店におけるふだんのつきあい

店番号 ①＝◯１’ ④＝�５９ ⑧ ⑨＝⑩ ⑭

相手の居住地域 国内 日本 他 国内 日本 他 国内 日本 他 国内 日本 他 国内 日本 他

つ
き
あ
い
の
あ
る
人

親兄弟、従兄弟などの親戚 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

友人・知人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

職場の同僚、先輩、上司 ○ ○

取引先など仕事関係 ○ ○ ○ ○

隣近所の人たち ○ ○ ○ ○

子どもを通じたつきあい ○ ○ ○

趣味のサークルなど ○ ○ ○ ○

メール友達 ○

方

法

直接会って ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

固定電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○

携帯電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Skypeなど ○ ○ ○

電子メール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

話

の

内

容

仕事やビジネス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ふだんの生活全般 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自分の配偶者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自分の子ども ○ ○ ○ ○ ○ ○

バリ在住の日本人 ○ ○ ○ ○ ○ ○

バリやインドネシア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

日本のこと ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他の国のこと ○ ○ ○
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プローチする必要がないということである。この

ことは逆にハブとなる要件の一つを示していると

いえるのかもしれない。

ちなみに、先に指摘した受信力の強い店①＝◯１’

と店⑧の利用媒体の数は他のハブに比べて多く、

多様である。また、よく使う検索サイトである

が、Google（日本語版）が４つの店舗であげら

れている。

４ むすびにかえて

さて、本稿の冒頭で日本人社会におけるゆらぎ

について言及したが、たしかにそれらしきものが

生じていることはこれまでの叙述からもある程度

指摘できる。本稿の事例を構成している X店協

賛店のネットワークに即していうと、いくつかの

裂開（divide）と分岐が生じていることが何より

もそのことを示しているといえる。また情報環境

についていうと、回路の多管化傾向と既存の情報

媒体からの離脱傾向の裡にそうしたゆらぎの一端

を観て取ることができる。だがこうした動向は固

定的にとらえるべきではないと考えられる。多分

に一過性としての性格を帯びており、（海外日本

人社会の）新たな画期をしるしているとまでは断

言できないのではないだろうか。とはいえ、日本

人社会に埋め込まれた裂開と分岐は「文化移民」

とか「ライフスタイル移民」といわれるものが決

して安定的なものではないことを示しているとい

えよう。

だからこそ、その先を展望することが重要に

なってくるが、この点については本稿の視界の外

にあるといわざるを得ない。もっとも、X店協賛

店の内部において転廃業がめずらしいことではな

くなっていること、また一部情報媒体が急速に没

機能化していることの裡にうかがいしれるよう

に、「文化移民」とか「ライフスタイル移民」の

図６ 各店舗が使う情報媒体（２０１１年調査 N＝２８）
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基層が大きくゆらいでいることはたしかである。

本稿では具体的に言及することはなかったが、X

店協賛店の内外でセーフティネットを構築するこ

とのできない日本人が層として立ちあらわれるよ

うになっている（これらの人びとはいまバリ日本

人社会から退場しようとしている）こと、そして

「文化移民」とか「ライフスタイル移民」であっ

ても容易に「棄民」される側に回る可能性がある

ことを忘れてはならないし１２）、このことに視野を

拡げていくことが本稿以降の重要な課題をなして

いるといえる。ともあれ、本稿の事例でみるかぎ

り、海外日本人社会はいま大きな転換期にさしか

かっているといえるし、それだけにまたさまざま

な展開の方向性／可能性を示しているのである。

表４ ハブ店が使う情報媒体

店番号 ①＝◯１’ ④＝�５９ ⑧

入手情報 仕事 生活 国内 日本 子 仕事 生活 国内 日本 子 仕事 生活 国内 日本 子

情

報

媒

体

バリフリーク ○ ○ ○

アピ・マガジン

INDOSIAR ○ ○

ANTV ○

RCTI ○

TPI ○

METRO TV ○ ○

SCTV ○ ○

JAWA POS ○ ○

NHK衛星放送 ○ ○

じゃかるた新聞 ○ ○

Facebook ○ ○ ○ ○ ○

Google ○ ○

よく使う検索サイト Google、Bing、yahoo Google なし

店番号 ⑨＝⑩ ⑭

入手情報 仕事 生活 国内 日本 子 仕事 生活 国内 日本 子

情

報

媒

体

バリフリーク ○ ○ ○ ○ ○

アピ・マガジン ○ ○

INDOSIAR

ANTV

RCTI

TPI

METRO TV

SCTV

JAWA POS

NHK衛星放送 ○ ○

じゃかるた新聞

Facebook

Google

よく使う検索サイト Google Google
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なお、海外日本人社会については、本稿の文脈

とは必ずしも交差しないが、コロニアル－ポスト

コロニアルの理論地平で検討する必要があること

はいうまでもない。特に、「国策移民」、「企業移

民」そして「文化移民」／「ライフスタイル移民」

の位相の違いについて明らかにするには、「選べ

る移動／非強制移動」―「選べない移動／強制移

動」という二分法を超えて、時代の文脈に降り

立って検討すること、つまり上述のコロニアル－

ポストコロニアルの理論地平で問い込むことが避

けられない１３）。このことは決して容易なことでは

ないが、いずれ別の機会に果たしたいと考えてい

る。

注

１）本稿は、「バリの日本人社会の存立構成と変

容」というテーマの下にこの間行ってきた調

査研究の中間成果の一つである。ちなみに、

これまでに吉原（２００８）、Yoshihara（２０１０）、

吉原・松本・ブディアナ（２０１０，２０１１）、松

本・吉原・ブディアナ（２０１１）を中間成果と

して発表している。なお、近々、本稿を含め

てこれらの成果を集成する予定である。

２）２０１０年夏に実施した X店主への聞き取りよ

り。

３）２０１２年夏に実施した Tへの聞き取りより。

なお、この聞き取りによると、エステ・スパ

を開業している層は、団塊の世代である両親

の潤沢な資金に支えられており、バリ人との

結婚を契機にバリに来たものの、「必ずしも

バリが好きなわけではなく、日常的にバリと

日本を行き来している」きわめてフットワー

クの軽い人たちである、という。

４）ちなみに、バリ日本人領事館の話（２０１１年夏）

によると、日本人女性とバリ人男性のカップ

リングが１週間に平均２組ほど成立してい

る、という。これは届けられたものだけなの

で、実際にはこの数倍のカップリングが成立

していると考えられる。

なお、カップリングという用語法は「直接

的すぎる」から避けた方がいいという指摘が

ある。しかしここでは、Geriya（２００２）お

よび Pringle（２００４）において、そしてそれ

以外の多くの英語文献において日本人女性と

バリ人男性の結婚／婚姻が couplingと表記

されているのにしたがって、あえてカップリ

ングという言葉を用いた。ただ、欧米の文献

において、アジアの婚姻にたいして自国の場

合だと決して使わないカップリングという言

葉をあてていることに、ある種のオリエンタ

リズムあるいは「内なるオリエンタリズム」

を読み取ることができることはたしかであ

る。したがって、ここでカップリングという

言葉を用いるのは、そういうバイアスを踏ま

えた上でのことである。

５）２０１１年夏に実施した K店主（店�）への聞

き取りより。仄聞するところによると、こう

した状況はウブドだけでなく、他のところ

（たとえばサヌールとかヌサドゥア）でもみ

られるようである。

６）なお、以下の叙述においては、ネットワーク

理論における「クラスター係数」に近い議論

を行うが、その議論に深く立ち入ることはせ

ず、その考えを採用するに留める。

７）なお、［ ］はハブ店舗を表す。以下、同じ。

８）念のために記すなら、こうしたノードを結ぶ

リンクはつきあいのある上位３つのことをさ

している。

９）ここで「ある程度」としたのは、店�３３～�６４の

データが２０１１年調査、２０１２年調査では回収不

能で得られなかったため、一般店からハブ店

への矢印が描けなかったことによる。もっと

も、以下の分析は大まかな傾向はつかめると

いう前提に立っている。

１０）詳細は松本・吉原・ブディアナ（２０１１）を参

照のこと。

１１）なお、各種情報媒体の概要については、次頁

の表５を参照のこと。

１２）海外日本人社会の今後を占う上で、これらの

動向は鍵になると思われる。特にウブド日本
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人社会の草分けとして長い間先導的な役割を

果たしてきた人たちのなかから（ウブド社会

から）退場しようとしている人があらわれて

いること、また「ライフスタイル移民」の一

翼を担ってきたリタイアメント層の一部に高

齢化とともに行き場をなくしている人が出て

きていることは無視できない。

１３）ポストコロニアルの地層は、政治的にコロニ

アルの状況を脱してもなおその構造が維持さ

れるところに最大の特徴がある。そしてこの

点でいうと、「国策移民」、「企業移民」と

「ライフスタイル移民」の間に境界を設ける

のは恣意的（イデオロギー的）であるという

ことになる。「ライフスタイル移民」に言及

する場合、しばしば強調されるのはそれが

「選べる移動」（＝非強制移動）に基づいて

いるという点にある。しかしそこにポストコ

ロニアルの地層をみるものからすれば、「選

べる移動」は実は「選べない移動」（＝強制

移動）の裏面をなしているということにな

る。こうした見方はあくまでも経験的ベース

で検討する必要があるが、論点としてはきわ

めて重要である。

＊末尾になったが、本稿の執筆分担体制を記して

おく。本稿は３名の合議の上に、１，２，４，を

吉原、３を松本が執筆した。また、図表につい

ては、図１、表５以外は松本が作成した。

表５ バリ在住日本人が読む雑誌（２００９年８月現在）

BUKA JTB あちゃら BaliWalker バリフリーク アピ・マガジン

刊行年 １９９９年 ２０００年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

現在の号数 ６０号 ６０号 １０５号 １０５号 ７６号

発行頻度 隔月 ３ヶ月ごとに定期発行 月刊 月刊 隔月

現在の発行部数 ２０，０００部 ２５，０００部 ５，０００～１０，０００部 ８，０００～１３，０００部 ２０，０００部

発行者
PT. Zaman Tropis
Media Denpasar

PT. Fajar Bali
CV. Bali Walker by
Bali Mode

PT. Harum lndah
Sari Tours & Trave

PT. Abadi Business
Solutions

発行場所 Tabanan,Bali Tabanan&Jakarta Denpasar Denpasar Denpasar

配置場所

バリの和食レストラ
ン、ホテル、ジャカル
タの日本人が主に使う
レストラン、ホテル、
日本の JTBオフィス

空港（ングラライ空
港）、バリの和食レス
トラン、ホテル、スー
パ ー マ ー ケ ッ ト
（Hardy’s）、コ ン ビ
ニ（Circle K）

空港（ングラライ空
港）、免 税 店（Plaza
Bali）、ショッピング
モ ー ル（Matahari
Bali Galeria）、バリ
の和食レストラン

スポンサーになってい
るスーパーマーケッ
ト、レストラン

日本食スーパー（パパ
イヤ）、ショッピング
モ ー ル（Matahari
Bali Galeria）、免税
店（Plaza Bali）

対象読者 旅行者 旅行者
旅行者（７０％）
バリに滞在している日
本人（３０％）

HlS利用客、バリ在住
日本人

旅行者（５０％）
バリに滞在している日
本人（５０％）

当緯能以外の
他の発行物

無し 無し
無し
（ただし、『るるぶ』
等の企画に協力）

あり
（『マップる』バリ特
集号の年１回刊行・編
集、HlSのオリジナ
ル ブ ッ ク ス、JAL
PACSのオプショナル
ブックスの製作）

無し
（ただし、一時期、
『GARUDA』を、ま
た不定期に『歩く人』
も製作）

編集者の人数
３人
（インドネシア人２人、
日本人１人）

４人
（インドネシア人３人、
日本人１人）

１人
（日本人）

４人
（日本人女性）

１７人
（インドネシア人１３人、
日本人４人）

誌面製作の方法 内部 内部 内部 内部 内部

注）吉原・松本・ブディアナ（２０１０：９０）より引用。
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A case study of the network formation and information
environment in overseas Japanese Society :

on Club, X Corporated Shop developed in Ubud area, Bali

NAOKI YOSHIHARA, MICHIMASA MATSUMOTO, I・Made・Budiana
Otsuma Women’s University

Abstract
The aim of this paper is to examine existent forms of network and information environ-

ment which affects it, based on activities of Club, X Corporated Shop developed in the

Ubud area of Bali.

The deployment of argument is as follows in general. First, we will show the profile of

Club, X Corporated Shop, and describe its activities in terms of the network formation.

Second, we will note that the parallel should be found between network and information

environment. Last, we will conclude that there are many divides and gaps within net-

work of Club, X Corporated Shop, and the network itself is in transition in the face of

what has been termed the‘global tourism.’

Key Words
Overseas Japanese society, Ubud, X Corporated Shop, network, information environ-

ment, global tourism
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